
公的年金制度の一元化を含む社会保障制度全般の一体的見直し

○国民年金法等の一部を改正する法律　附則第３条

　１　政府は、社会保障制度に関する国会の審議を踏まえ、社会保障制度
　 全般について、 税、保険料等の負担と給付の在り方を含め、一体的な
　 見直しを行いつつ、これとの整合を図り、公的年金制度について必要
　 な見直しを行うものとする。

２　前項の公的年金制度について見直しを行うに当たっては、公的年金
　 制度の一元化を展望し、体系の在り方について検討を行うものとする。



公的年金制度の一元化に向けてのこれまでの取組み

【昭和60年改正前】

国民年金 厚生年金 共済年金

○各制度ごとに支給要件や給付水準、国庫負担がまちまちに設定

○重複給付がある反面、サラリーマンの妻のように独自の給付を持たないものも存在

○産業構造や就業構造の変化を受け、財政基盤が不安定に（国民年金、国鉄共済など）

公的年金制度全体の長期的安定と整合性ある発展を図るため、公的年金制度の一元化を展望しつつ、次のような改
革を推進

１　国民年金を共通の基礎年金を支給する制度とし、厚生年金と共済年金は上乗せの報酬比例年金給付を行う制度
　とする（昭和61年度から実施）
２　昭和61年度以降は、以上の措置を踏まえ、給付と負担の両面において制度間調整を進め、これらの進展に対応し
　て年金現業業務の一元化等の整備を推進するものとし、昭和70年を目途に公的年金制度全体の一元化を完了させ
　る。

【昭和59年2月閣議決定　「公的年金制度の改革について」】



【昭和60年改正後】

国民年金（基礎年金）

○20歳以上60歳未満の全国民で支える全国民共通の基礎年金給付
○各制度への国庫負担も基礎年金拠出の３分の１に統一

○２階部分の給付設計も厚生年金並びにほぼ統一

厚生年金 共済年金厚生年金 共済年金

○　平成２年～８年　被用者年金制度間の費用負担の調整に関する特別措置法（制度間調整法）による制度間調整
　　　　　　　　　　　　　の実施

○　平成８年３月　「公的年金制度の再編成の推進について」閣議決定

○　平成９年度　　旧公共企業体（ＪＲ、ＪＴ、ＮＴＴ）共済組合を厚生年金に統合

○　平成１４年度　農林漁業団体職員共済組合を厚生年金に統合

○　平成９年度～　基礎年金番号の導入　　　　

【その後の取組み】



１　公的年金制度の一元化については、財政単位の拡大及び共通部分について　の費用負担の平準化を図ることを　
　基本として、統一的な枠組みの形成を推進することとし、当面、以下のような対応を進める

　①　農林漁業団体職員共済組合：平成14年度に厚生年金に統合
　②　国家公務員共済組合及び地方公務員共済組合：両制度の財政単位の一元化

　③　私立学校教職員共済：次期財政再計算時からの保険料引上げの前倒しの検討、被用者年金制度における位　
　　　置付けについての検討

２　さらに、被用者年金制度の統一的な枠組みの形成を図るために、厚生年金保険等との財政単位の一元化も含め、
　更なる財政単位の拡大と費用負担の平準化を図るための方策について、被用者年金制度が成熟していく２１世紀初
　頭の間に結論が得られるよう検討を急ぐ。

【平成13年3月閣議決定　「公的年金制度の一元化の推進について」】

国家公務員共済組合、地方公務員共済組合

　両制度の財政単位の一元化を図るための法律が成立。

　・両制度の保険料率を平成21年度に向け段階的に一本化
　・両制度間で財政調整を実施

　・次期財政再計算（本年10月実施）は財政単位の一元化を前提として実施

私立学校教職員共済

　・次期財政再計算時（平成17年4月実施）からの保険料引上げの前倒しの検討
　・被用者年金制度における位置付けについて検討（次期財政再計算時まで）

※共済制度では改正法に基づき、保険料率は定款で定めることとされている。

【現在の状況】







基礎年金国庫負担割合の引上げ等に関する申し合わせ 

平成１６年１２月１日 

与党年金制度改革協議会 

 

１．所得税定率減税の縮減等により生じる財源は、平成１６年度与

党税制改正大綱及び平成１６年年金制度改正法の規定に基づき、

基礎年金国庫負担割合を適切な水準へ引き上げるために充てるべ

きである。 

 

２．年金制度の一元化を含む公的年金制度体系のあり方については、 

（１）公的年金制度が自助自律の精神に立脚しつつ、国民の多様      

な生活実態に即した共助の仕組みとして発展してきたことなど、

我が国における年金制度の歴史的経緯を十分に踏まえ、社会保

険方式を基本としつつ、国民的見地に立った幅広い議論を行う

べきである。 

（２）その際、年金制度の一元化をめぐる検討が被用者への負担の

しわ寄せとならないよう、十分留意すべきである。 

（３）被用者年金の一元化については、来年中にも一定の方向性を

示すこととする。 


